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議案第５１号

　令和４年度池田市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ７５,１７０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

  ４０,９４９,６５８千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､ 「第１表  歳入

　歳出予算補正」による。

　　令和４年６月２７日　提出

令和４年度池田市一般会計補正予算（第５号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子
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議案第５１号　　説　　明

令和４年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ５ 号
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一 般 職

給 与 費

区 分
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計

( 1,019 ) 人 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

( 1,017 ) 人

( 2 ) 人

時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当

千円　 千円　

174,723  1,346,773  

173,474  1,346,472  

1,249  301  

職 員 手 当

の 内 訳

区　　 　分

補 正 後

補 正 前

比 較

増　　 減　　 事　　 由

　子育て世帯生活支援特別給付金給付事業に伴う増加

618  1,287,863  7,958,076  

550  4,916  0  

補 正 前 1,454,748  2,635,673  2,579,792  6,670,213  

比　　　較 2,816  0  1,550  4,366  

補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

(   )内は、短時間勤務職員

職  員  数

補 正 後 618  1,457,564  2,635,673  2,581,342  6,674,579  1,288,413  7,962,992  
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（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 22,228,240     4,916     22,233,156     

人　  件　  費 8,441,932     4,916     8,446,848     

扶　  助　  費 10,279,769     ─  　 10,279,769     

公　  債　  費 3,506,539     ─  　 3,506,539     

 投 資 的 経 費 1,396,901     ─  　 1,396,901     

 そ　   の   　他 17,249,347     70,254     17,319,601     

物　  件　  費 8,355,599     5,254     8,360,853     

そ　  の　  他 8,893,748     65,000     8,958,748     

40,874,488     75,170     40,949,658     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表
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（子育て支援費 他） 
 
 

≪ 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 ≫ 

（低所得のひとり親世帯以外の子育て世帯分） 

 

１．事業目的 

コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受けている低所

得のひとり親世帯以外の子育て世帯を支援する取組として、給付金

を支給する。  

 

２．対 象 者 

令和４年度の市民税均等割が非課税の者又は令和４年１月以降の

家計急変者であって、次のいずれかに該当する者  

①  令和４年４月分の児童手当・特別児童扶養手当受給者  

②  令和４年５月分から令和５年３月分までの児童手当・特別児童

扶養手当の新規認定者又は同手当の額改定の認定者  

③  上記以外の者で、令和４年３月３１日時点において平成１６年

４月２日から平成１９年４月１日までに生まれた児童の養育者

である者又は令和４年４月１日以後に当該児童の養育者となっ

た者  

 

３．給 付 額    児童１人当たり５万円  

 

４．予 算 額    ７５，１７０千円  

 （内 訳） 人 件 費         ４，９１６千円  

       旅 費           １８０千円  

       需 用 費           ３１６千円  

       役 務 費           ８５４千円  

       委 託 料         ３，１６８千円  

       使用料及び賃借料        ７３６千円  

       交 付 金        ６５，０００千円  

   （財 源） 国庫支出金        ７５，１７０千円  
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